
環境ビジネスセミナー「現場ですぐに使えるISO環境法」（東京
・新宿で）

企業、大学への講師派遣や各種環境ビジネスセミナーの開催などで環境問題にかかわる人材養成
に取り組んでいる環境教育フォーラム21は9月1日 
 、新宿文化センターでセミナー「現場ですぐに使えるISO環境法」を開催します。企業に求められ
る環境対策は水質や大気などの環境保全・公害対策、地球温暖化対策、循環型社会の構築、環境
影響評価、化学物質対策など複雑化しています。環境経営の推進は環境負荷の低減にとどまらず
、環境への負荷の少ない商品やグリーン購入に対応した商品の開発、販売などにより、業績の拡
大にもつながります。販売本セミナーでは企業が取り組むべき環境対策を環境マネジメントなどI
SOにも準拠してわかりやすく解説します。

◎セミナーの概要
・環境基本法から始まり、環境影響評価法、水質や大気保全など各種公害防止関連法、廃棄物処
理法など循環型社会を構築するための各種法令、地球温暖化対策関連法、欧州のReach規則や中国
版Reach規則など世界に広がる化学物質規制まで、環境法といわれる法令集で、企業がかかわる条
文を網羅的に紹介、説明します。

・貴社が上記のような幅広分野に広がる環境法に従って、どのように環境対策をとるべきかを簡
単に作成できるマトリックス表の見本を見ながら、作成方法を学習します。本セミナーを受講す
れば貴社が取り組むべき環境対策表がすぐに作成できます。

・ISOを実践するうえで環境影響評価（アセスメント)が重要になっています。アセスメントを通
じて環境負荷、関連する法規制などを把握し、的確な環境経営が実現できます。本セミナーでは
企業内での環境アセスメントの手法を具体的な見本を示しながら、学習していただきます。

・複雑化する環境法ですが、新たなビジネスのチャンスもそこにあります。どのようにビジネス
に結びつけるか講師がわかりやすく指導してます。

▽配布資料
・ビジネスに関連する環境法令集（ダイジェスト版）
・環境法で順守・対応すべき項目整理法
・社内環境アセスメントマニュアル

▽日時:９月１日 午後1－午後5時
▽会場：新宿文化センター 新宿区新宿6-14-
1（東京メトロ副都心線、丸ノ内線、都営地下鉄線、JR線など主要路線駅から徒歩圏）
▽料金:9800円
▽定員:30人

◎お申し込み
・下記のメールフォームにご記入のうえ、ご送信ください。
http://eco.newsmedia.jp/mailform.html

・携帯などの方はメール 
までお名前、連絡先電話番号をご記入のうえお送りください。
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おり返し受講案内をお送りします。

・電話： ０3-6905ー9480 でもお申込みを受け付けています。

講師紹介
・環境教育フォーラム21主席講師 石黒 芳樹

環境省・環境カウンセラー、ISO14001の審査員として企業の環境対策の分野で幅広く活躍。日本
経営教育学会会員。電気メーカーのマネジメントシステム事務局長。ＵＮＩＣＥＦ、日本赤十字
社、日本盲導犬協会会員。国際ＮＧＯワールド・ビジョン・ジャパンで世界の子供たちの支援活
動に取り組む。

・環境教育フォーラム21代表 半田裕之
日本経済新聞記者として行政、産業などを通じて環境問題を幅広く取材。東京編集局デスクなど
を経て、マルチメディア局企画担当部長として各種電子媒体を開発。日経の電子メディア関連子
会社の取締役事業統括部長などを経て、2007年に独立。現職。中小機構販路開拓アドバイザーな
ども歴任。
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